
消防機関による温風暖房機（ＦＦ式ペレットストーブ）の査察について 
 
 
 「防火対象物で使用するペレットストーブに対する消防機関の査察について」に記載する火気

使用設備等の温風暖房機（ＦＦ式ペレットストーブ）に対する消防機関の査察は、次の項目につ

いて行われます。 
 
１ 届 出 
  入力 70kW以上のもの（風道を使用しないものは劇場等及びキャバレー等に設けるものに限
る。）は、消防（署）長に届け出がされていること。 

 
２ 位 置 
（１）火災予防上安全な距離を保つことを要しない場合を除き、建築物等及び可燃性の物品から

次に掲げる距離のうち、火災予防上安全な距離として消防（署）長が認める距離以上の距離

であること。 
  ① 別表に掲げる距離 
② 対象火気設備等及び対象火気器具等の離隔距離に関する基準（平成 14 年消防庁告示第
１号）により得られる距離 

（２）可燃物が落下し、又は接触するおそれのないこと。 
（３）可燃性のガス又は蒸気が発生し、又は滞留するおそれのないこと。 
（４）階段、避難口等の付近で避難の支障とならないこと。 
（５）燃焼に必要な空気を取り入れることができること。 
（６）有効な換気を行うことができること。 
（７）屋内に設けたものは、土間又は不燃材料（金属以外のもの）で造った床上であること。た

だし、金属で造った床上又は台上に設ける場合で防火上有効な措置をしたときは、この限り

でない。 
（８）入力 350kW 以上の温風暖房機は、不燃区画室内に設けてあること。ただし、温風暖房機

の周囲に有効な空間を保有するなど防火上支障のない措置をした場合は、この限りでない。 
 
３ 構 造 
（１）使用に際し、火災の発生のおそれのある部分は不燃材料であること。 
（２）地震等で、容易に転倒し、亀裂し、又は破損しないこと。 
（３）表面温度が過度に上昇しないこと。 
（４）屋外に設けたものは、風雨等で口火及びバーナーの火が消えないような措置がされている

こと。 
（５）加熱された空気に、火粉、煙、ガス等が混入しないこと。 
（６）熱交換部分は、耐熱性の金属材料で造られていること。 
（７）略 
（８）温風暖房機に付属する風道については、次のとおりであること。 
① 不燃材料以外の材料での仕上げ又はこれに類似する仕上げをした建築物等の部分及び可



燃性の物品との間に次表の式で計算した数値（入力 70kW以上のものに付属する風道の場
合は、算定した数値が 15 以下の場合は 15 とする。）以上の距離を保っていること。ただ
し、厚さ２㎝以上（入力 70kW 以上のものに付属する風道の場合は、10 ㎝以上）の金属
以外の不燃材料で被覆する部分については、この限りでない。 

風道からの方向 距離（単位㎝） 
上 方 L×0.70 
側 方 L×0.55 
下 方 L×0.45 

この表で L は、風道の断面が円形の場合は直径、短形の場合は
長辺の長さとする。 

② その他風道については、「風道の査察」による。 
（９）付属する煙突については、「煙突の査察」による。 
（10）燃料別による構造等については、それぞれ次による。 

① 薪、石炭その他の固体燃料を使用するものは、「固体燃料を使用する設備の構造等の査察」

による。 
② 略 
③ 略 
④ 略 

 
４ 管 理 
（１）温風暖房機の周囲は、常に整理及び清掃され、燃料その他の可燃物が放置されていないこ

と。 
（２）温風暖房機及びその付属設備は、必要な点検及び整理が行われ、火災予防上有効に保持さ

れていること。 
（３）本来の使用燃料以外の燃料が使用されていないこと。 
（４）燃料の性質等で異常燃焼を生ずるおそれのあるものは、使用中監視人が置かれていること。 

。ただし、異常燃焼を防止するために必要な措置をしたときは、この限りでない。 
（５）燃料タンクは、燃料の性質等に応じ、遮光し又は転倒若しくは衝撃を防止するために必要

な措置がされていること。 
 
５ 準 用 
  略 
 
別 表（抜粋） 

種   類 距 離（㎝） 
区 分 

 入 力 上方 側方 前方 後方 
上記に分類されないもの（固体燃料） － 100 60 60（注） 60 
注：ダクト接続型以外のものにあっては 100㎝とする。 


